
事業番号
（ ）

計（A) 18 42

庁費 0.1 0.1

職員旅費 0 1

　

6

講師等旅費 1 0.4

【新規額】
職員の健康管理は一義的には各府省が責任を有するものではある
が、予算や人員面の制約等により、自府省内できめ細かな健康相
談・カウンセリング等を行うことが困難な状況も見られる。特に深刻
な状況である心の健康の問題については、関係者の対応の能力を
向上し、職員自身・管理監督者・組織全体がそれぞれ効果的な対
応を行っていくことが必要である。さらに様々な相談支援体制が必
要となることも想定される中で、都度新たな窓口を設置することは
合理的でなく、総合的に相談できるような体制を構築していく必要
がある。
そこで、人事院として、心の健康づくりに向けた、職員自身が行うセ
ルフケア、管理監督者が行うラインケア、組織として行う全体状況の
把握・改善等のための対応策を整理し、各府省へ提供するととも
に、多様化する相談支援体制を集約し、ワンストップの相談窓口を
設置する等の効率的・効果的な相談支援の在り方を調査するため
の予算を新たに要求する。（25百万円）

　 (目) 任用試験費 10 35

諸謝金 7

令和7・8年度
予算内訳

（単位：百万円）

歳出予算項・目 令和7年度当初予算 令和8年度要求 主な増減理由

(項) 　 人事院

当初予算＋補正予算に対する執行額
の割合（％）

=(G)/｛(A)+(B)｝
71% 24% 380%

執行率（％）
=(G)/(F)

71% 46% 95%

執行額(G) 15 13 38

計(F)
=（A)+（B)+（C)+（D)+（E)

21 28 40 18 42

予備費等（E) - - - -

翌年度へ繰越し（D) ▲ 4 ▲ 30 - -

前年度から繰越し（C) 4 4 30 - -
予算の
状況

当初予算（A) 12 10 10 18 42

補正予算（B) 9

予算額・
執行額

（単位:百万円）
（インプット）

令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度

44 - -

事業の目的
（5行程度以内）

国家公務員法第71条（能率の根本基準）第１項において、「職員の能率は、充分に発揮され、且つ、その増進がはかられなければならない」とされて
いる。能率的な公務運営を確保するため、職員の健康管理及び安全管理に関する諸施策を実施することにより、国家公務員が安んじて職務に専念
することができる環境を整備する。また、公務組織を能率的で活力のあるものとし続けるためには、組織の構成員である職員のwell-beingの実現を図
り、高い意欲とやりがいを持って生き生きと働き続けられる職場環境を整備することが肝要である。職員が個々のwell-beingを実現するためには、各
自の健康増進がその土台となることから、職員の健康管理施策を一層推進する必要がある。

現状・課題
（5行程度以内）

公務においては、心の健康の問題による長期病休者数は年々増加してきている（令和５年度は5,683人）など、職員の健康管理の観点からは心の健
康づくりが大きな課題となっている。そのため、職員の状況に応じて、１次予防（健康不全の未然防止）、２次予防（健康不全の早期発見、早期対処）
及び３次予防（職場復帰支援、再発防止）の各取組を推進していくことがますます重要となっている。

事業の概要
（5行程度以内）

・心の健康づくり対策として、各府省の対策を支援する観点から、各府省の職員等が共通に利用できる「こころの健康相談室」を設置している。所属す
るそれぞれの相談窓口には訪問しづらいという職員や、自官署では相談窓口体制が整備されていない職員への対応として、人事院本院及び各地方
事務局（所）において医師等の専門家が相談に応じる体制を整備している。
・近年、精神及び行動の障害による長期病休者数が増加する中、各府省の長期病休者や健康管理者等が精神科医等からの指導・助言を得られるよ
う、「こころの健康にかかる職場復帰相談室」を設置している。精神科医等の確保が難しい状況にある中、精神及び行動の障害による長期病休者の
職場復帰等に関し、専門的立場からの助言、指導を必要としている職員への対応として、人事院本院及び各地方事務局（所）において精神科医等が
相談に応じる体制を整備している。

政策 ー

主要経費 その他の事項経費施策 ー

政策体系・評価書URL ー

令和8年度要求

1

令和7年度行政事業レビューシート 人事院

職員福祉課 課長　神宮司　英弘

会計区分 一般会計

根拠法令
（具体的な

条項も記載）

国家公務員法第71条（能率の根本基準）
人事院規則１０―４、１０―５、１０―７、１０―８、１０―１３

関係する
計画、通知等

－

事業名 職員の保健及び安全保持 担当部局庁 - 作成責任者

事業開始年度 昭和26年度 事業終了
（予定）年度

終了予定なし 担当課室

事業の概要URL https://www.jinji.go.jp/seisaku/kinmu/kenkouanzen.html

実施方法 直接実施



成果目標及び成果実績
①-2

（中期アウトカム）

成果目標 定量的な成果指標 単位 令和4年度

成果実績及び目標値の
根拠として用いた

統計・データ名（出典）
/定性的なアウトカムに関

する成果実績

人事院本院及び各地方事務局（所）における「こころの健康相談室」の相談件数計

アウトカム設定について
の説明

アクティビティ①について定性的なアウトカムを設定している理由

各府省への普及、職員の利便性の向上に関しては、定量的な指標を設定することは困難であるところ、短期アウトカムについては定性的な内容を記
載した。

アクティビティ①についてアウトカムが複数設定できない理由

達成度 ％ 81.9 102.8 101.4 -

81.9 102.8 101.4 -

目標値 ％ 100 100 100 -

令和5年度 令和6年度
目標最終年度

年度

成果目標及び成果実績
①-3

（長期アウトカム）

成果目標 定量的な成果指標 単位 令和4年度

「こころの健康相談室」における相談の
実施率について100%を達成する。

「こころの健康相談室」におけ
る相談の実施率（各年度にお
ける相談実績／相談実施予
定数）

成果実績 ％

成果実績及び目標値の
根拠として用いた

統計・データ名（出典）
/定性的なアウトカムに関

する成果実績

↓
成果目標①-3の

設定理由
（長期アウトカム
へのつながり）

「こころの健康相談室」の利用者には、既にメンタル不調に陥っている職員だけではなく、メンタル不調の手前の高ストレス状態の者なども含まれており、相談室は、
職員がメンタル疾患に進展することを予防する役割も有している。また、各府省の担当者も利用することができ、相談室の活用は、各府省の健康管理体制充実の支
援にも繋がるものであることから、「こころの健康相談室」の相談の実施率の増加は、心の健康づくりの推進に繋がる。

成果実績

- -

成果実績及び目標値の
根拠として用いた

統計・データ名（出典）
/定性的なアウトカムに関

する成果実績

【定性的なアウトカムに関する成果実績】
・令和６年度においては、四半期ごとに、本院・各地方事務局（所）から本府省・管内機関に対し、「こころの健康相談室」の周知を実施した。
その際、本院及び全ての地方事務局（所）においてオンライン相談窓口を利用できることを周知し、活用を促進した。
・国家公務員健康週間（令和６年10月１日～７日）の機会に、各府省健康管理者、健康管理担当者等を対象とした「職員の健康の保持増進のための各府省連絡会
議」（令和６年10月３日）を開催し、「こころの健康相談室」、オンライン相談窓口の活用について周知した。

↓
成果目標①-2の

設定理由
（短期アウトカム
からのつながり）

達成度 ％ - - - -

目標値

令和5年度 令和6年度
目標年度

年度

- -

目標値 － - - - -
「こころの健康相談室」の普及啓発、利
便性の向上

－

成果実績 － - -

達成度 ％ - -

活動内容①
（アクティビティ）

各府省の職員等が共通に利用できる、医師等の専門家による①「こころの健康相談室」及び、精神及び行動の障害による長期病休者の職場復帰等に関し、当事者
及び各府省の健康管理者等が助言、指導を得られる、精神科医による②「職場復帰相談室」を人事院本院及び各地方事務局(所)に開設する。

↓

活動目標及び活動実績
①

（アウトプット）

活動目標 活動指標 単位 令和4年度 令和5年度

令和5年度 令和6年度
目標年度

年度

↓
成果目標①-1の

設定理由
（アウトプット

からのつながり）

オンライン相談窓口については、令和５年７月までに本院及び全ての地方事務局（所）でオンライン相談に対応できる体制とした。
オンライン相談窓口の拡充により、相談者がより相談しやすい環境にするため、相談窓口について各府省担当者等への周知を徹底し、各府省内での展開を図るとと
もに、相談者の利便性を向上させる必要があると考えられるところ、「こころの健康相談室」の普及啓発、利便性の向上について、短期的な目標に設定した。

成果目標及び成果実績
①-1

（短期アウトカム）

成果目標 定量的な成果指標 単位 令和4年度

- -

当初見込み 箇所 - 10

令和6年度
令和7年度
活動見込

令和8年度
活動見込

相談を希望する職員や各府省の担当
者がより相談しやすい体制を整備し、心
の健康づくりを推進する。

「こころの健康相談室」におけ
るオンライン相談窓口の設置
箇所数

活動実績 箇所 5 10 10

10 10 10



令和4年度 1

1

1

令和6年度

令和3年度

令和2年度

令和元年度

平成29年度 1

平成30年度 1

平成27年度 1

平成28年度 1

1

1

平成25年度 1

平成26年度 1

平成23年度 -

平成24年度 1

備考

関連する過去のレビューシートの事業番号

所見を踏まえた改善点/概算要求における反映状況

現状通り
各種相談事業について、心の不調による長期病休者の予防に資するよう、一層の周知や相談者が利用しやすくなるための利便性の向上を図るなど効果的・効率的
な事業実施に努めるとともに、国家公務員の長期病休者数は増加傾向にあり、心の健康に関しての対策が急務であることから、各府省における職員の健康管理体
制を整備充実するための支援事業のための予算について計上する。

改善の
方向性

各種相談事業について、心の不調による長期病休者の予防に資するよう更なる活用の周知を図る。特に「こころの健康相談室」については、オンライン相談が可能で
あることをより一層周知するとともに、相談者が利用しやすくなるよう、利用手続について利便性の向上を図り、相談室の更なる活用を促進する。
また、精神及び行動の障害による長期病休者数が高い状況にある中、令和５年度よりWell-beingの実現に向けて、公務における健康管理体制の実態調査、民間企
業の実態調査・研究を実施し、心の健康づくりの取組を進めている。
さらに、各府省における長期病休者への対応を支援するため、令和７年度に、国家公務員の心の健康の問題による長期病休者の円滑な職場復帰のための支援手
法を提供する。

外部有識者の所見

※　外部有識者による点検の対象外の事業

行政事業レビュー推進チームの所見に至る過程及び所見

現状通り
各種相談事業について、心の不調による長期病休者の予防に資するよう、一層の周知や相談者が利用しやすくなるための利便性の向上を図るなど効果的・効率的
な事業実施に努めつつ、各府省における職員の健康管理体制を整備充実するための支援事業について、概算要求に適切に反映させること。

事業所管部局による点検・改善

点検結果

公務能率を維持していくためには、国家公務員が働きやすい職場環境を実現することが重要
であり、そのための事業の実施は、国が責任を持って行うべきものである。
職員の心の不調を早期に発見して対応する「こころの健康相談室」については、従来の対面
方式では相談できなかった者が相談しやすくなるよう、オンライン相談を導入し、強化を図って
きたところであり、各種相談事業について、活動実績は高まっている。
精神及び行動の障害による長期病休者数が増加傾向にある中、国家公務員が国民への行
政サービスを適切に行っていくためには、職員のWell-beingの実現を図り、高い意欲とやりが
いを持って生き生きと働き続けられる職場環境を整備することが肝要である。個々の職員が
Well-beingを実現するためには、各自の健康増進がその土台となるところ、今後とも、現下の
厳しい状況の下、引き続き、相談室をはじめとする職員の健康管理施策について、適切に実
施していく必要がある。

目標年度における効果測定に関する評価（令和○年度実施）

該当なし

事業に関連する
ＫＰＩが定められて
いる閣議決定等

名称

URL

該当箇所

令和5年度 1



計 0 計 0

費目・使途
（「資金の流れ」において

ブロックごとに最大の金額
が支出されている者につ
いて記載する。費目と使

途の双方で実情が分かる
ように記載）

A. B.

費　目 使　途
金　額

(百万円）
費　目 使　途

金　額
(百万円）

※個人のため割愛

Ｇ．

費 目 使 途 金　額
(百万円）

費 目 使 途 金　額
(百万円）

計 0 計 0

※個人のため割愛 ※個人のため割愛

E. F.

費　目 使　途
金　額

(百万円）
費　目 使　途

金　額
(百万円）

計 0 計 0

※個人のため割愛 ※個人のため割愛

C. D.

費　目 使　途
金　額

(百万円）
費　目 使　途

金　額
(百万円）

計 30 計 0

雑役務費
国家公務員の心の健康の問題による長期病休者の
円滑な職場復帰のための支援手法の開発業務

30 ※個人のため割愛

資金の流れ
（資金の受け取り先が何
を行っているかについて

補足する）
（単位：百万円）

（職場復帰相談医への業務説明等に係る旅費等）

人事院
38.404百万円 Ｂ．事務費 2百万円

【一般競争契約（総合評価）等】

【諸謝金】

（国家公務員の心の健康の問題による長期病休者の
円滑な職場復帰のための支援手法の開発業務等）

（こころの健康相談室に係る謝金等）

Ｃ．事務費 0.1百万円

（こころの健康相談室に係る旅費等）

地方事務局（9）
4.204百万円

Ｅ．事務費 4百万円

Ｆ．事務費 0.2百万円

【講師等旅費】

【諸謝金】

Ａ．株式会社エヌ・ティ・ティ・データ経営研究所ほか 32百万円

【講師等旅費】

（こころの健康相談室及び職場復帰相談室に係る謝金等）

Ｄ．事務費 0.1百万円

（第８３回全国産業安全衛生大会（分科会）参加に係る旅費）

【職員旅費】

Ｇ．事務費 0.004百万円

【職員旅費】



支出先上位１０者リスト

A.

B

C

D

 一般競争契約
（最低価格）

- - （旅費）1 職員Ａ -
第８３回全国産業安全衛生大会
（分科会）参加に係る旅費

0.1 その他

支　出　先 法　人　番　号 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

契約方式等
入札者数

（応募者数）
落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

/ 落札率が非公開の理由

（旅費）

- （旅費）

10 個人N - 心の健康づくり委員会議に係る
旅費

0.001 その他 - -

- - （旅費）

9 個人M - 健康専門委員会議に係る旅費 0.001 その他 -

8 個人L -
心の健康づくり委員会議に係る
旅費

0.001 その他

（旅費）

7 個人E -
安全対策会議講演及び安全専
門委員会議に係る旅費

0.003 その他 - - （旅費）

- （旅費）

6 個人K -
自殺事案に関するヒアリング及び心
の健康づくり委員会議に係る旅費

0.003 その他 - -

- - （旅費）

5 個人B - こころの健康相談室に係る旅費 0.01 その他 -

4 個人C - こころの健康相談室に係る旅費 0.01 その他

（旅費）

3 個人H - 安全専門委員会議に係る旅費 0.01 その他 - - （旅費）

- （旅費）

2 個人D - 職場復帰相談室に係る旅費 0.01 その他 - -

入札者数
（応募者数）

落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

/ 落札率が非公開の理由

1 個人A - こころの健康相談室に係る旅費 0.03 その他 -

支　出　先 法　人　番　号 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

契約方式等

（諸謝金）

10 個人J -
心の健康づくり委員会会議に係
る謝金

0.01 その他 - - （諸謝金）

- （諸謝金）

9 個人I -
心の健康づくり委員会会議に係
る謝金

0.01 その他 - -

- - （諸謝金）

8 個人H - 安全専門委員会議に係る謝金 0.02 その他 -

7 個人G - 安全専門委員会議に係る謝金 0.02 その他

（諸謝金）

6 個人F - 安全専門委員会議に係る謝金 0.02 その他 - - （諸謝金）

- （諸謝金）

5 個人E -
安全対策会議講演及び安全専
門委員会議に係る謝金

0.04 その他 - -

- - （諸謝金）

4 個人D - 職場復帰相談室に係る謝金 0.1 その他 -

3 個人C - こころの健康相談室に係る謝金 0.2 その他

（諸謝金）

2 個人B - こころの健康相談室に係る謝金 0.3 その他 - - （諸謝金）

落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

/ 落札率が非公開の理由

1 個人A - こころの健康相談室に係る謝金 0.5 その他 - -

支　出　先 法　人　番　号 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

契約方式等
入札者数

（応募者数）

- -

- - -

7 株式会社天賞堂 9010001050794 安全週間標語表彰状筆耕 0.01
随意契約
（少額）

-

6
公益社団法人東京労働基準
協会連合会

2011705001081
衛生管理者能力向上教育一般
講習会費等

0.05
随意契約
（少額）

-

5
株式会社ライズ・ビデオ・エイ
テイ

5013301013243
令和６年度安全対策会議の配信
動画作成

0.1
随意契約
（少額）

- - -

- -

4 株式会社ワーナー 3040001008060
令和５年度健康安全管理年報の
作成

0.2
随意契約
（少額）

- -

2 85.5％ -

3
株式会社エス・エム・エス・
データテック

8010001074712 Ｍｉｃｒｏｓｏｆｔ３６５ライセンス更新 0.4
随意契約
（少額）

-

2 ＨＬ株式会社 9080101017084
健康診断実施結果報告書の集
計様式の開発及び導入

1

 一般競争契約
（総合評価）

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

/ 落札率が非公開の理由

1
株式会社エヌ・ティ・ティ・デー
タ経営研究所

1010001143390
国家公務員の心の健康の問題による長
期病休者の円滑な職場復帰のための支
援手法の開発業務

30 2 99.7％ -

支　出　先 法　人　番　号 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

契約方式等
入札者数

（応募者数）
落札率



E

F

G

国庫債務負担行為等による契約先上位10者リスト

契約方式
入札者数

（応募者数）
落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

/ 落札率が非公開の理由

1

ﾌﾞﾛｯｸ
名

契　約　先 法　人　番　号 業　務　概　要
契約額

（百万円）

（旅費）

3 職員D -
こころの健康づくり指導委員との
打合せに係る旅費

0.0004 その他 - - （旅費）

- （旅費）

2 職員C -
職場復帰相談医への業務説明
等に係る旅費

0.001 その他 - -

入札者数
（応募者数）

落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

/ 落札率が非公開の理由

1 職員B -
職場復帰相談医への業務説明
等に係る旅費

0.003 その他 -

支　出　先 法　人　番　号 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

契約方式等

（旅費）

10 個人Z - こころの健康相談室に係る旅費 0.003 その他 - - （旅費）

- （旅費）

9 個人Y - こころの健康相談室に係る旅費 0.003 その他 - -

- - （旅費）

8 個人P -
こころの健康相談室及び職場復
帰相談室に係る旅費

0.01 その他 -

7 個人S - こころの健康相談室に係る旅費 0.01 その他

（旅費）

6 個人N -
こころの健康相談室及び職場復
帰相談室に係る旅費

0.01 その他 - - （旅費）

- （旅費）

5 個人X - こころの健康相談室に係る旅費 0.01 その他 - -

- - （旅費）

4 個人U - 職場復帰相談室に係る旅費 0.01 その他 -

3 個人O -
こころの健康相談室及び職場復
帰相談室に係る旅費

0.02 その他

（旅費）

2 個人R -
こころの健康相談室及び職場復
帰相談室に係る旅費

0.03 その他 - - （旅費）

落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

/ 落札率が非公開の理由

1 個人W -
心の健康づくりファシリテータ研
修に係る旅費

0.1 その他 - -

支　出　先 法　人　番　号 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

契約方式等
入札者数

（応募者数）

- - （諸謝金）10 個人W -
心の健康づくりファシリテータ研
修に係る謝金

0.1 その他

（諸謝金）

9 個人V -
こころの健康相談室及び職場復
帰相談室に係る謝金

0.2 その他 - - （諸謝金）

- （諸謝金）

8 個人U - 職場復帰相談室に係る謝金 0.2 その他 - -

- - （諸謝金）

7 個人T -
こころの健康相談室及び職場復
帰相談室に係る謝金

0.2 その他 -

6 個人S - こころの健康相談室に係る謝金 0.3 その他

（諸謝金）

5 個人R -
こころの健康相談室及び職場復
帰相談室に係る謝金

0.3 その他 - - （諸謝金）

- （諸謝金）

4 個人N -
こころの健康相談室及び職場復
帰相談室に係る謝金

0.3 その他 - -

- - （諸謝金）

3 個人Q - 職場復帰相談室に係る謝金 0.3 その他 -

2 個人P -
こころの健康相談室及び職場復
帰相談室に係る謝金

1 その他

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

/ 落札率が非公開の理由

1 個人O -
こころの健康相談室及び職場復
帰相談室に係る謝金

1 その他 - - （諸謝金）

支　出　先 法　人　番　号 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

契約方式等
入札者数

（応募者数）
落札率


